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６ 地域主権改革の推進について  

（財務省、内閣府、総務省、農林水産省、国土交通省）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
（背景） 
○ 政府の地域主権改革の取組については、「国と地方の協議の場」の法制
化や義務付け・枠付けの見直しなど一定の成果はあるものの、全体として
不十分な状況となっている。全国知事会から政府に提出されている「地域
主権改革の推進について～自立した自治体の創造に向けて～」等を踏ま
え、地域のことは地域に住む住民が決めるという原点に立ち返り、改革を
推進することが求められる。 

 
○ これまでに行われた義務付け・枠付けの見直しは、地方分権改革推進委
員会で見直すべきと勧告された４，０７６条項の一部にとどまるととも
に、「従うべき基準」が相当数存在しているなど、未だ不十分な内容であ
る。また、真に条例制定権の拡大を図るためには、同委員会の第３次勧告
で示された「義務付け・枠付けに関する立法の原則とそのチェックのため
の仕組み」などを確立することが必要である。 

【内容】 
(1) 「地域主権推進大綱（仮称）」の策定にあたっては、地方の
自主性・自立性を高めるものとなるよう、地方からの提案等を
踏まえること。 

 
(2) 法令による義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大に
ついて、「従うべき基準」の廃止を含む規律密度の緩和をより
一層進めること。また、法案の立案段階において地方への義務
付け・枠付けを必要最小限のものとする仕組みを確立するな
ど、地方の自主性・自立性を高める見地から更なる見直しを行
うこと。  

 
(3) 国の出先機関原則廃止については、政府が地域主権戦略大綱
で閣議決定した方針であることから、政府の主導により、その
実現に向け、地方の意向を踏まえた取組を確実に進めること。 

   その際には、事務・権限の移譲及び人員の移管等に見合う財
源措置が確実に講じられるよう、特に配慮すること。  

 
(4) 地方税財源の拡充は、税源移譲を基本に進め、あわせて、 
法定率の引き上げなど、地方交付税の充実強化を図ること。 
なお、地域自主戦略交付金については、社会保障、教育、社

会資本整備など、地域が必要とする事業が着実に実施できるよ
う、必要な予算総額を確保するとともに、安易に財政調整機能
を持ち込まないこと。 

 
(5) 直轄事業負担金制度については、制度廃止に向けた具体的な 
手順等を示し、平成２５年度までの早い時期に廃止をすること。 

   その際には、社会資本整備に遅れが生じないよう配慮する 
こと。 

 
(6) 地方分権改革の究極な姿である道州制について、国民的な議
論を喚起しながら、早急に検討を開始し、実現に向けた道筋を
つけること。 

＜全体事項＞  
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○ 平成２２年１２月に国の出先機関原則廃止に向けた「アクション・プラ
ン」が閣議決定され、出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲につ
いて、平成２４年通常国会に法案を提出し、準備期間を経て２６年度中に
事務・権限の移譲が行われることを目指すこととされたが、未だ法案提出
に至っていない。ハローワークの移管については、東西１か所ずつの試行
的実施にとどまり、直轄道路・直轄河川の移管についても進展がみられな
いなど、出先機関の原則廃止には結びつかない状況となっている。 
また、広域的実施体制については、中部圏知事会に研究会を設置し、昨

年７月に中間とりまとめを行った。さらに、本年５月の東海三県一市知事
市長会議における合意事項を踏まえ、国の出先機関の受け皿となる広域連
合について部局長級の検討会を設置した。 

 
○ 国の補助金等の一括交付金化については、平成２３年度に都道府県分の
投資に係る補助金等を対象とする地域自主戦略交付金が創設され、平成 
２４年度は予算総額及び対象事業が拡大された。地方の自由裁量を拡大す
るという地域自主戦略交付金の本来の理念・趣旨が活かされるには、対象
となった補助金等と同額以上の総額確保が不可欠である。また、一部に財
政力に応じた配分が盛り込まれたが、財政調整機能は、本来普通交付税が
担う役割なので、地域自主戦略交付金に財政調整機能が持ち込まれてはな
らない。 

 
○ 道州制については、平成２２年６月に閣議決定された「地域主権戦略大
綱」において「道州制についての検討も射程に入れていく」とされている
が、未だ検討がなされていない。一方、政党においては、道州制基本法の
制定に向けた動きが活発化しているのに加え、経済界においても、積極的
な提言・アピールがなされている。 
また、本年４月には、本県知事を含む有志の首長による「道州制推進知

事・指定都市市長連合」が発足している。 

（  参  考  ）  

◇  地域主権改革の取組  
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　※第２次一括法
　⇒戦略大綱を受けて法制化

　・義務付け･枠付けの見直し（第3次勧告
　残り分） に係る関係160法律の改正
 ・基礎自治体への権限移譲(第１次勧告
　具体化) に係る関係47法律の改正

 ※第１次一括法
　⇒分権計画を受けて法制化
 
 ・ 義務付け･枠付けの見直し（第3次勧
  告中地方要望分等）に係る関係41法
  律の改正

　※第３次一括法案
　⇒第3次見直しを受けた法案提出

 　・義務付け･枠付けの見直し（第2次
　勧告の一部）に係る関係69法律の
　改正

 


